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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１.連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数

２社
連結子会社の名称
株式会社フジホーム
株式会社ムゲンファンディング

（２）主要な非連結子会社の名称
該当事項はありません。

２.持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３.連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４.会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産 a 販売用不動産
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって
おります。
b 仕掛販売用不動産
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって
おります。
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６年～35年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ４年～20年

②無形固定資産（リース資産を除く） 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産についてはリース期間を耐用年数として、残存価額を
零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

②賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込
額の当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

③工事保証引当金 販売済み物件に係る補修費用の支出に備えるため、補修
実績率に基づく補修見込額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①繰延資産の処理方法
社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

②消費税等の会計処理の方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結
会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する
注記を記載しております。

３．重要な会計上の見積りに関する注記
１.販売用不動産の評価
当社グループが保有する販売用不動産の主な内容は、「投資用不動産」及び「居住用不動産」で

あります。
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
販売用不動産 35,463百万円
売上原価（商品評価損） 16百万円
上記のうち、投資用不動産に関する金額は、販売用不動産が25,223百万円、売上原価（商品評

価損）が15百万円であります。また、居住用不動産に関する金額は、販売用不動産が10,239百万
円、売上原価（商品評価損）が１百万円であります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①「投資用不動産」
ⅰ算出方法
投資用不動産は、個別法における原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）による評価を行っています。収益性の低下により正味売却価額が下落した場合
は、当該正味売却価額から見積販売直接経費を控除した価額を貸借対照表価額とし、差額を商品評
価損として計上しております。正味売却価額は、物件仕入時に策定される営業計算書において設定
される販売予定価格等に基づいております。また、上記のほか、販売の状況に応じて、正味売却価
額を変更することがあります。
ⅱ主要な仮定
投資用不動産の評価において主要な仮定である販売予定価格は、物件の立地、周辺の取引事例、

賃料、入居率、想定利回り等を踏まえ、これらを見積もっております。なお、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大による不動産賃貸や不動産投資の市況への影響は、収束時期や再拡大の可能性等
を正確に予測することは困難でありますが、翌連結会計年度末に向けて緩やかに需要が回復してい
くものと仮定を置いております。
ⅲ翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定である販売予定価格の見積りは不確実性を伴い、販売予定価格は不動産賃貸や不動

産投資の市況の変化等により見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
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②「居住用不動産」
ⅰ算出方法
居住用不動産は、個別法における原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）による評価を行っています。収益性の低下により正味売却価額が下落した場合
は、当該正味売却価額から見積販売直接経費を控除した価額を貸借対照表価額とし、差額を商品評
価損として計上しております。正味売却価額は、物件仕入時に策定される営業計算書において設定
される販売予定価格等に基づいております。また、上記のほか、販売の状況に応じて、正味売却価
額を変更することがあります。
ⅱ主要な仮定
居住用不動産の評価において主要な仮定である販売予定価格は、物件の立地、周辺の取引事例

等を踏まえ、これらを見積もっております。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による住
宅販売の市況への影響は、収束時期や再拡大の可能性等を正確に予測することは困難であります
が、翌連結会計年度末に向けて緩やかに需要が回復していくものと仮定を置いております。
ⅲ翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定である販売予定価格の見積りは不確実性を伴い、販売予定価格は住宅販売の市況の

変化等により見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
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２．固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 7,614百万円
無形固定資産 85百万円
減損損失 －百万円
当連結会計年度において減損損失は計上しておりませんが、翌連結会計年度の連結計算書類に

重要な影響を及ぼすリスクに鑑みて開示項目として識別致しました。
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失額を控除した価額を貸借対照表価額と

しております。減損損失額は資産において、営業活動から生ずる損益等の継続的なマイナス、経営
環境の著しい悪化、市場価格の著しい下落等を減損の兆候とし、減損の兆候があると認められた場
合には、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額
が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却
価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上しま
す。
正味売却価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額等を使用しております。また、使用価値は、

将来キャッシュ・フローを割引いて算出しております。
②主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りにおける主要な仮定は、賃貸収入、賃貸

原価及び割引率であります。これらは物件の立地、周辺の取引事例、賃料、入居率、想定利回り等
を踏まえて見積もっております。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による不動産賃貸の
市況への影響は、収束時期や再拡大の可能性等を正確に予測することは困難でありますが、翌連結
会計年度末に向けて 緩やかに需要が回復していくものと仮定を置いております。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定である賃貸収入及び賃貸原価の見積りは不確実性を伴い、不動産賃貸の市況変化等

により、見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
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４．未適用の会計基準等
（収益認識に関する会計基準等）
・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）
・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）

（１）概要
収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識

されます。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

（２）適用予定日
2022年12月期の期首から適用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。

（時価の算定に関する会計基準等）
・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日）
・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日）
・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）
・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月

31日）
(1）概要
国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」および

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(以下「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の
算定方法に関するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されま
す。
・「金融商品に関する会計基準」における金融商品
なお、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごと

の内訳等の注記事項が定められました。
(2）適用予定日
2022年12月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。
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５．連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

（１）担保に供している資産
販売用不動産 32,284百万円

仕掛販売用不動産 235 〃

建物 3,199 〃

土地 4,106 〃

その他投資その他の資産 40 〃

計 39,865百万円
（２）担保に係る債務

短期借入金
（1年内返済予定の長期借入金含む） 8,773百万円

長期借入金 21,320 〃

計 30,093百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 603百万円
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数

普 通 株 式 24,361,000 株 － 株 － 株 24,361,000株

２．剰余金の配当に関する事項
（１）配当金支払額

2021年３月25日開催の第31回定時株主総会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 239,786,910円
・１株当たりの配当額 10円
・基準日 2020年12月31日
・効力発生日 2021年３月26日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2022年３月25日開催の第32回定時株主総会において、次のとおり付議する予定でありま

す。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 356,629,365円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たりの配当額 15円
・基準日 2021年12月31日
・効力発生日 2022年３月28日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 141,200株
（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合におけ

る株式数を記載しております。
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７．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、営業活動に必要な資金を、主に金融機関等からの借入や社債発行により調
達しております。また、デリバティブ取引については行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
借入金及び社債は主に営業活動に係る資金調達を目的としたものであり、流動性リスクが存

在しますが、当社グループは、担当部署である財務部門が適時に資金計画を作成・更新すると
ともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当社は、営業債権について、賃貸管理部が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。
②資金調達に係る流動性のリスクの管理
当社は、各部署からの報告に基づき財務部門が適時に資金計画表を作成・更新することによ

り流動性のリスクを管理しております。
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)をご参照く
ださい。）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 17,565 17,565 －

資産計 17,565 17,565 －

(1)短期借入金 4,739 4,739 －

(2)社債 3,946 3,957 11

(3)長期借入金 28,174 28,203 29

負債計 36,860 36,901 40
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（注）１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
（１）現金及び預金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

負債
（１）短期借入金

すべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

（２）社債
時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で

割り引いた現在価値により算定しております。なお、上記表は１年以内に償還予定のものを
含んでおります。

（３）長期借入金
時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。なお、上記表は１年以内に返済予定のものを含んで
おります。

（注）２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

その他投資その他の資産 113

投資有価証券 21

その他投資その他の資産及び投資有価証券(非上場株式)については、市場価格がなく、かつ、
将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものであるため、「２．金融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。

（注）３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 17,542 － － －
合計 17,542 － － －
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（注）４. 社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社債 727 2,602 377 190 50 －

長期借入金 4,982 6,740 5,109 3,427 2,212 5,702

合計 5,709 9,342 5,487 3,617 2,262 5,702

８．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び子会社は、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション等を有しております。
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 連結決算日におけ

る時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

3,751 3,671 7,423 8,828
（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 期中増減額のうち、当連結会計年度の主な増加額は不動産の購入（1,093百万円）及び販
売用不動産からの振替（2,784百万円）、主な減少額は不動産の売却（18百万円）であり
ます。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ
いて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 986円47銭

２．１株当たり当期純利益 53円25銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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11．追加情報
（販売用不動産から有形固定資産への振替）
所有目的の変更により、販売用不動産の一部を有形固定資産に振替えております。その内容は以下の

とおりであります。
当連結会計年度

（自 2021年１月１日
至 2021年12月31日）

建物 1,084百万円

土地 1,699 〃
計 2,784百万円
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券
子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

（２）販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

（３）仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６年～35年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ４年～20年

（２）無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
についてはリース期間を耐用年数として、残存価額を零と
する定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

（２）賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額
の当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（３）工事保証引当金 販売済み物件に係る補修費用の支出に備えるため、補修実
績率に基づく補修見込額を計上しております。

（４）退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務見込額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用してお
ります。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①繰延資産の処理方法
社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

②消費税等の会計処理の方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業
年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載し
ております。

３．重要な会計上の見積りに関する注記
１.販売用不動産の評価
当社グループが保有する販売用不動産の主な内容は、「投資用不動産」及び「居住用不動産」で

あります。
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
販売用不動産 35,621百万円
売上原価（商品評価損） 16百万円
上記のうち、投資用不動産に関する金額は、販売用不動産が25,344百万円、売上原価（商品評

価損）が15百万円であります。また、居住用不動産に関する金額は、販売用不動産が10,277百万
円、売上原価（商品評価損）が１百万円であります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①「投資用不動産」
ⅰ算出方法
投資用不動産は、個別法における原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）による評価を行っています。収益性の低下により正味売却価額が下落した場合
は、当該正味売却価額から見積販売直接経費を控除した価額を貸借対照表価額とし、差額を商品評
価損として計上しております。正味売却価額は、物件仕入時に策定される営業計算書において設定
される販売予定価格等に基づいております。また、上記のほか、販売の状況に応じて、正味売却価
額を変更することがあります。
ⅱ主要な仮定
投資用不動産の評価において主要な仮定である販売予定価格は、物件の立地、周辺の取引事例、

賃料、入居率、想定利回り等を踏まえ、これらを見積もっております。なお、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大による不動産賃貸や不動産投資の市況への影響は、収束時期や再拡大の可能性等
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を正確に予測することは困難でありますが、翌事業年度末に向けて緩やかに需要が回復していくも
のと仮定を置いております。
ⅲ翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である販売予定価格の見積りは不確実性を伴い、販売予定価格は不動産賃貸や不動

産投資の市況の変化等により見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
②「居住用不動産」

ⅰ算出方法
居住用不動産は、個別法における原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）による評価を行っています。収益性の低下により正味売却価額が下落した場合
は、当該正味売却価額から見積販売直接経費を控除した価額を貸借対照表価額とし、差額を商品評
価損として計上しております。正味売却価額は、物件仕入時に策定される営業計算書において設定
される販売予定価格等に基づいております。また、上記のほか、販売の状況に応じて、正味売却価
額を変更することがあります。
ⅱ主要な仮定
居住用不動産の評価において主要な仮定である販売予定価格は、物件の立地、周辺の取引事例

等を踏まえ、これらを見積もっております。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による住
宅販売の市況への影響は、収束時期や再拡大の可能性等を正確に予測することは困難であります
が、翌事業年度末に向けて緩やかに需要が回復していくものと仮定を置いております。
ⅲ翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である販売予定価格の見積りは不確実性を伴い、販売予定価格は住宅販売の市況の

変化等により見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
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２．固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 6,848百万円
無形固定資産 84百万円
減損損失 －百万円
当事業年度において減損損失は計上しておりませんが、翌事業年度の計算書類に重要な影響を

及ぼすリスクに鑑みて開示項目として識別致しました。
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失額を控除した価額を貸借対照表価額と

しております。減損損失額は資産において、営業活動から生ずる損益等の継続的なマイナス、経営
環境の著しい悪化、市場価格の著しい下落等を減損の兆候とし、減損の兆候があると認められた場
合には、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額
が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却
価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上しま
す。
正味売却価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額等を使用しております。また、使用価値は、

将来キャッシュ・フローを割引いて算出しております。
②主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りにおける主要な仮定は、賃貸収入、賃貸

原価及び割引率であります。これらは物件の立地、周辺の取引事例、賃料、入居率、想定利回り等
を踏まえて見積もっております。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による不動産賃貸の
市況への影響は、収束時期や再拡大の可能性等を正確に予測することは困難でありますが、翌事業
年度末に向けて緩やかに需要が回復していくものと仮定を置いております。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である賃貸収入及び賃貸原価の見積りは不確実性を伴い、不動産賃貸の市況変化等

により、見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

（１）担保に供している資産

販売用不動産 32,398百万円

仕掛販売用不動産 235 〃

建物 2,893 〃

土地 3,653 〃

出資金 40 〃

計 39,220百万円

（２）担保に係る債務
短期借入金
（1年内返済予定の長期借入金含む） 8,737百万円

長期借入金 20,741 〃

計 29,478百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 509百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債務 337百万円
長期金銭債務 303百万円

― 17 ―

2022年02月24日 09時54分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引 1,832百万円
営業取引以外の取引 14百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 382,309 203,400 ― 585,709
（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得 203,400株であります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 18百万円
減価償却費 340 〃
賞与引当金 5 〃
工事保証引当金 15 〃
繰延消費税等 37 〃
商品評価損 77 〃
退職給付引当金 24 〃
長期未払金 40 〃
新株予約権 28 〃
資産除去債務 1 〃
その他 86 〃

繰延税金資産小計 677 〃
評価性引当額 △487 〃
繰延税金資産 計 189百万円
差引：繰延税金資産純額 189百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 (単位：百万円)

種類 会社等の名称 議決権等の所有(被所有)割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 株式会社
フジホーム

所有
直接100％

内外装工事の
外注等

内外装工事の
施工監理等 1,526 買掛金 196

管理業務の受託 242 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 価格その他の取引条件は、当社が市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格

交渉の上で決定しております。
２. 取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 948円86銭

２．１株当たり当期純利益 53円32銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．追加情報
（販売用不動産から有形固定資産への振替）
所有目的の変更により、販売用不動産の一部を有形固定資産に振替えております。その内容は以下の

とおりであります。

当事業年度
（自 2021年１月１日
至 2021年12月31日）

建物 1,084百万円

土地 1,699 〃
計 2,784百万円
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